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・人口   7,925人 （＋13） 　 　
・男   3,955人 （＋7） 　 　
・女   3,970人 （＋6）　　  
・世帯数    3,187世帯（＋12） 　　 
・転入   23
・転出   11
・出生   5
・死亡   4

●表紙写真／「こひつじ幼稚園卒業式」
　3月20日、こひつじ幼稚園で卒業式が行わ
れ、卒園児16名（男子6名、女子10名）が卒業を
迎えました。
　廊下には卒業制作として作った小学校で使
う手縫いのぞうきんやフェルトで作った動物
のバッチ等が飾られており、保護者は足を止
めて作品に見入っていました。
　式では、中村園長が「人を見た目で判断する
と失敗することがあります。人は中身が大事で
すよ」とアドバイス。また、「小学校では色々な
事を教えてくれます。心配しないで学校へ行き
ましょう」と卒園児を送り出しました。
　卒園児は園での思い出を一人ずつ話し、最
後に「また遊びに来るね」と呼びかけました。
式終了後には、在園児が歌のプレゼントと共
に「楽しかった。ありがとう！」と感謝のメッセー
ジを贈りました。

平成29年2月末現在
（　）内は前月比

※今月号から、編集日程の都合により
　人口の集計データが反映できない
　場合、前々月の数値を掲載する場合
　があります。

  

次の冬は、暖かく過ごす！ 
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日本で最も美しい村
連合ロゴマーク
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平
成
29
年
度
は
、村
づ
く
り
の
目
標
を
定
め
た「
第
５
次
原
村
総
合
計
画
」

の
２
年
目
の
年
で
あ
り
ま
す
。ま
た
、ま
ち･

ひ
と･

し
ご
と
創
生
法
に
よ
る「
原

村
地
域
創
生
総
合
戦
略
」を
強
力
に
推
進
す
る
転
換
の
年
で
も
あ
り
ま
す
。

　

今
後
も
安
心
し
て
生
活
で
き
る
村
で
あ
る
た
め
に
、こ
れ
ら
の
計
画
に
基

づ
い
て
、次
の
４
つ
の
重
点
目
標
を
柱
と
し
て「
人
と
自
然
と
文
化
が
息
づ
く  

　

美
し
い
村
」の
実
現
を
目
指
し
て
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　

具
体
的
な
取
り
組
み
と
致
し
ま
し
て
、

◆「
健
康･
福
祉･

子
育
て
の
村
づ
く
り
」

　

子
育
て
支
援
で
は
、一
人
親
家
庭
で
保
護
者
が
病
気
や
ケ
ガ
な
ど
で
子
ど

も
の
世
話
が
出
来
な
い
状
況
に
な
っ
た
場
合
、一
時
的
に
子
ど
も
を
預
か
る

「
子
育
て
短
期
支
援
事
業
」。病
気
の
回
復
期
に
あ
り
家
庭
で
保
育
で
き
な
い

場
合
の「
病
後
児
保
育
」。出
産
後
の
母
親
ら
の
サ
ポ
ー
ト
強
化
に
向
け
た

「
産
後
ケ
ア
補
助
事
業
」。子
育
て
や
保
育
の
あ
り
方
、そ
し
て
将
来
設
置
し

た
い「
子
ど
も
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
」の
事
前
検
討
の
た
め
の
検
討
委
員
会

の
設
置
。

　

福
祉
関
連
で
は
、障
が
い
者
福
祉
計
画･

老
人
福
祉
計
画
の
策
定
。包
括
支

援
事
業
の
拡
大
。生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
養
成
な
ど
に
よ
る
生
活

支
援
体
制
の
整
備
。健
康
増
進
計
画
の
策
定
。

　

教
育
関
係
で
は
、小･

中
学
校
で
の
学
校
給
食
費
補
助
の
継
続
。小･

中
学

校
で
の
心
の
相
談
や
学
童
ク
ラ
ブ
な
ど
の
放
課
後
こ
ど
も
教
育
の
充
実
。近

年
の
国
際
化
の
進
展
を
踏
ま
え
、外
国
人
講
師
に
よ
る
保
育
園
、小
学
校
で

の
英
語
教
育
の
実
施
。

◆「
本
村
へ
の
若
い
人
の
流
れ
を
つ
く
る
村
づ
く
り
」

　

移
住･

定
住
促
進
で
は
、移
住
応
援
サ
イ
ト
の
構
築
。移
住
促
進
と
防
災
の

両
面
か
ら
の
空
家
状
況
の
調
査
。村
の
魅
力･

情
報
を
内
外
に
発
信
す
る
な

ど
の
地
域
お
こ
し
協
力
隊
事
業
の
展
開
。支
給
型
の
奨
学
金
の
創
設
。小･

中

学
校
の
設
備
な
ど
の
改
修
。図
書
館
外
壁
改
修
工
事
。御
山
マ
レ
ッ
ト
ゴ
ル
フ

場
の
維
持･

補
修
工
事
な
ど
。

◆「
産
業
振
興
に
よ
る
魅
力･

活
力
の
あ
る
村
づ
く
り
」

　

新
規
起
業
者
へ
の
支
援
に
よ
る
原
村
発
企
業
家
の
育
成
。農
業
振
興
地
域

の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
。農
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド
化
の
推
進
。若
手
農
業
者
販
売
サ

ポ
ー
ト
の
た
め
の
ネ
ッ
ト
通
販
サ
イ
ト
構
築
。

　

ペ
ン
シ
ョ
ン
ビ
レ
ッ
ジ
地
域
再
生
事
業
で
は
、シ
ェ
ア
ハ
ウ
ス
体
験
ツ
ア
ー
、

ガ
イ
ド
養
成
講
座
修
了
者
に
よ
る
観
光
産
業
の
活
性
化
な
ど
。

◆「
美
し
く
住
み
よ
い
村
づ
く
り
」

　

八
ヶ
岳
定
住
自
立
圏
事
業
に
よ
る
主
要
道
路
整
備
。中
央
道
バ
ス
停（
上

り
線
）駐
車
場
整
備
。八
ヶ
岳
観
光
圏
事
業
に
よ
る
自
然
文
化
園
へ
の
ス
ト
ラ

イ
ダ
ー（
ペ
ダ
ル
の
な
い
幼
児
用
自
転
車
）パ
ー
ク
、案
内
所
の
整
備
。合
併
浄

化
槽
台
帳
の
整
備
及
び
設
置
補
助
事
業
。災
害
対
策
と
し
て
の
防
災
倉
庫
等

の
整
備
、Ｊ‐

ア
ラ
ー
ト（
全
国
瞬
時
警
報
シ
ス
テ
ム
）で
の
情
報
を
有
線
放

送
へ
流
す
シ
ス
テ
ム
の
更
新
な
ど
。

　

さ
て
、昨
年
12
月
に
、原
村
が
地
域
へ
の
移
住
者
の“

溶
け
込
み”

を
官
民
一

体
で
積
極
的
に
支
援
し
て
い
る「
モ
デ
ル
地
区
」と
し
て
県
に
認
定
さ
れ
ま
し

た
。こ
れ
は
、「
田
舎
暮
ら
し
案
内
人
」を
中
心
と
し
た
地
道
な
取
り
組
み
に

対
す
る
評
価
だ
と
考
え
ま
す
。

　

ま
た
、こ
れ
か
ら
進
め
る
施
策
は
、激
動
す
る
社
会･

経
済
の
動
き
を
踏
ま

え
て
、常
に
そ
の
時
々
の
情
勢
に
見
合
っ
て
い
る
の
か
と
い
う
視
点
で
検
証

し
、進
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

今
後
も
、村
民
の
皆
さ
ま
の
主
体
的
な
参
画
を
頂
き
、美
し
い
村
づ
く
り
に

努
め
て
ま
い
る
所
存
で
す
の
で
、引
き
続
き
ご
支
援
、協
力
を
お
願
い
申
し
上

げ
ま
す
。

原村長　五味  武雄

「
人
と
自
然
と
文
化
が
息
づ
く

　
　
　
　
　
美
し
い
村
」
を
目
指
し
て

―
―

平
成
29
年
度
施
政
方
針



新年度予算のあらまし
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国
は
少
子
高
齢
・
人
口
減
少
社
会
へ

の
対
応
や
地
方
の
創
生
、財
政
の
早
期

健
全
化
、防
災
・
減
災
対
策
の
強
化
、社

会
資
本
の
老
朽
化
へ
の
対
応
な
ど
、多

く
の
課
題
を
抱
え
て
お
り
、こ
れ
ら
に

適
切
に
対
応
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　

本
村
に
お
い
て
も
、子
育
て
支
援
の

さ
ら
な
る
充
実
や
高
齢
化
社
会
に
向

け
た
社
会
保
障
な
ど
の
扶
助
費
の
増

加
は
避
け
ら
れ
な
い
状
況
で
、公
共
施

設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
よ
る
道
路
や
橋

梁
の
長
寿
命
化
に
向
け
た
改
良
・
改
修

事
業
及
び
農
道
改
良
事
業
、図
書
館
外

壁
改
修
工
事
と
い
っ
た
大
型
事
業
が

集
中
し
て
お
り
、多
額
の
財
源
投
入
が

見
込
ま
れ
ま
す
。村
税
、地
方
交
付
税

の
増
加
が
見
込
め
な
い
状
況
に
お
い

て
、今
後
、財
政
調
整
基
金
を
は
じ
め

と
す
る
各
種
基
金
を
取
り
崩
し
て
も

予
算
編
成
が
難
し
く
な
る
事
態
が
危

惧
さ
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、限
ら
れ
た
財

源
を
効
率
的
・
効
果
的
に
配
分
す
る
た

め
、将
来
の
財
政
負
担
に
配
慮
し
な
が

ら
施
策
の
優
先
順
位
を
明
確
化
さ
せ

る
な
ど
、徹
底
し
た
事
業
の
重
点
化
と

施
策
の
効
率
化
に
留
意
し
予
算
編
成

に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

平
成
29
年
度
一
般
会
計
歳
入
歳
出

予
算
総
額
は
、41
億
２
５
０
０
万
円

で
、前
年
度
当
初
予
算
額
に
比
べ
２
億

６
８
０
０
万
円（
6.1
％
）の
減
と
し
ま

し
た
。

予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
の
基
本
的
方
針

 

■
一
般
会
計
　
歳
入
の
状
況

　

歳
入
は
、村
税
等
の
自
主
財
源
が

18
億
４
４
４
万
円
で
２
３
０
５
万

円（
1.3
％
）増
、地
方
交
付
税
・
国
県

支
出
金
等
の
依
存
財
源
が
23
億
２

０
５
６
万
円
で
２
億
９
１
０
５
万

円（
11
．１
％
）減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

自
主
財
源
の
う
ち
、村
税
が
７

億
５
３
１
０
万
円
で
１
１
９
９
万

円（
1.6
％
）増
、繰
入
金
が
５
億
８

１
５
５
万
円
で
１
３
８
６
万
円

（
2.4
％
）増
と
な
っ
て
い
ま
す
。依
存

財
源
の
う
ち
、国
庫
支
出
金
が
２

億
４
４
８
１
万
円
で
９
８
４
６
万

円（
28
．７
％
）減
、村
債
が
１
億
８

２
０
０
万
円
で
１
億
７
６
９
０
万

円（
49
．３
％
）減
で
す
。

は
、前
年
度
比
１
１
９

９
万
円（
1.6
％
）増
と

な
り
ま
し
た
。個
人
村
民
税
は
総

所
得
金
額
の
増
加
を
見
込
み
８
９

９
万
円（
3.0
％
）増
、固
定
資
産
税

は
新
築
家
屋
の
増
加
を
見
込
み
３

０
０
万
円（
0.8
％
）増
、法
人
村
民

税
、軽
自
動
車
税
、た
ば
こ
税
、入

湯
税
は
前
年
並
み
の
見
込
み
で
す
。

交
付
税
・
譲
与
税
等
は
、

前
年
度
比
１
０
０
０

万
円（
0.6
％
）減
と
な
り
ま
し
た
。

普
通
交
付
税
の
減
少
を
見
込
み
13

億
７
０
０
０
万
円
、特
別
交
付
税

は
８
０
０
０
万
円
で
前
年
並
み
の

見
込
み
で
す
。地
方
消
費
税
交
付

金
の
う
ち
社
会
保
障
財
源
分
の
５

２
０
０
万
円
は
、全
額
社
会
保
障

施
策
に
使
用
し
ま
す
。

支
出
金
は
、前
年
度
比

１
億
４
１
５
万
円

（
17
．９
％
）減
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、社
会
資
本
整
備
総

合
交
付
金
は
９
５
９
９
万
円
減
、

臨
時
福
祉
給
付
金
等
は
３
７
０
２

万
円
減
、障
害
者
自
立
支
援
給
付

金
５
１
０
万
円
減
、放
課
後
児
童

対
策
事
業
２
６
０
万
円
減
、元
気

づ
く
り
支
援
金
３
１
８
万
円
減
、

青
年
就
農
給
付
金
３
０
０
万
円
減
、

障
害
者
自
立
支
援
給
付
金
２
５
５

万
円
減
な
ど
に
よ
り
大
幅
な
減
少

を
見
込
み
ま
す
。増
加
は
、地
方
創

生
交
付
金
１
２
９
６
万
円
、学
校

施
設
環
境
改
善
交
付
金
２
５
１
万

円
、多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
３

９
５
２
万
円
、中
山
間
地
域
直
接

支
払
交
付
金
２
６
２
４
万
円
等
で

す
。

繰
入
金
は
、前
年
度

比
１
３
８
６
万
円

（
2.4
％
）増
と
な
り
ま
し
た
。財
政

調
整
基
金
５
億
３
１
３
２
万
円
、

減
債
基
金
５
０
０
０
万
円
、奨
学

基
金
23
万
円
の
繰
入
れ
に
よ
り
財

源
不
足
を
補
填
し
ま
す
。

は
、前
年
度
比
１
億

７
６
９
０
万
円（
49
．

３
％
）減
と
な
り
ま
し
た
。緊
急
防

災
・
減
災
事
業
債
は
８
８
０
万
円
、

公
共
事
業
等
債
は
３
３
３
０
万
円
、

学
校
教
育
施
設
等
整
備
事
業
債
は

４
９
０
万
円
、臨
時
財
政
対
策
債

は
１
億
３
５
０
０
万
円
で
す
。

特集

新
年
度
予
算
の
あ
ら
ま
し

「
人
と
自
然
と
文
化
が
息
づ
く  

美
し
い
村
」
に
向
け
て

村税　 7億5,310万円
村民税、固定資産税など村に納める税金

諸収入　2億3,184万円
村の預金の利子や貸付金の元利収入など

繰越金　1億3,000万円
前年度から今年度に持ち越されたお金

繰入金　5億8,155万円
基金などを取り崩し、歳入に充てるもの

・分担金及び負担金
・使用料及び手数料
・寄付金
・財産収入

7,119万円
2,313万円
800万円
563万円

その他の自主財源　1億795万円

県支出金  2億3,375万円
村の特定の仕事に対して
県から交付されるお金

国庫支出金　2億4,481万円
村の特定の仕事に対して
国から交付されるお金

地方譲与税　8,400万円
自動車重量税など本来地方税
に属される税金を国が徴収し、
村に譲与されたお金

村債　1億8,200万円
村が外部から調達した資金(借金)

地方交付税　14億5,000万円
行政サービスの一定水準の確保
のため、所得税などの国税の
一部が国より交付されるお金
　

・地方消費税交付金
・自動車取得税交付金
・地方特例交付金
・交通安全交付金
・配当割交付金
・利子割交付金
・株式等譲渡所得割交付金

1億1,500万円
500万円
300万円
140万円
100万円
30万円
30万円

その他の依存財源　1億2,600万円

一般会計の歳入

18.3%

5.6%
3.2%

14.1%

2.6%
35.2%

5.9%

4.4%
5.7%
2.0%
3.0%

４1億2,500万円
歳　入

自主財源（43.7％）
18億444万円

依存財源（56.3％）
23億2,056万円

7億5,310万円
村税の内訳

村民税（個人）
3億1,250万円

入湯税
60万円（0.1%）

村民税（法人）
3,100万円

固定資産税
3億5,700万円

軽自動車税
2,900万円（3.8%）

たばこ税
2,300万円（3.1%）

41.5%

4.1%

47.4%

平成29年度一般会計は
　４１億2，5００万円

会計別予算額

会　計　名
一般会計
　　 国民健康保険事業会計
　　 国保直営診療施設会計
　　 有線放送事業会計
　　 農業者労働災害共済会計
　　 後期高齢者医療会計
　　　　　　　　収益的収入
　　　　　　　　収益的支出
　　　　　　　　資本的収入
　　　　　　　　資本的支出
　　　　　　　　収益的収入
　　　　　　　　収益的支出
　　　　　　　　資本的収入
　　　　　　　　資本的支出

水道会計

下水道会計

28年度予算額
43億9,300万円
12億2,700万円

9,800万円
2,200万円
120万円
8,100万円

1億8,747万円
1億5,867万円
2,400万円
6,647万円

3億7,635万円
2億3,751万円

950万円
2億7,439万円

29年度予算額
41億2,500万円
12億4,800万円

9,100万円
1,810万円
120万円
8,220万円

1億8,931万円
1億8,388万円
2,400万円
5,613万円

3億7,639万円
2億3,195万円

320万円
2億1,784万円

対前年比
－6.1%
1.7%

－7.1%
－17.7%
0.0%
1.5%
1.0%
15.9%
0.0%

－15.5%
0.0%

－2.3%
－66.3%
－20.6%

企

業

会

計

特

別

会

計

村
税

地
方

国
県

村
債

基
金
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・総務管理費
・徴税費
・住民基本台帳費
・選挙費

4億6,370万円
5,467万円
3,555万円
112万円

総務費　5億5,613万円
役場の庁舎管理など
全般的な事務経費

・社会福祉費
・児童福祉費

7億7,837万円
3億7,081万円

民生費　11億4,932万円
高齢者や障害者、児童の
ための福祉全般の経費

・保健衛生費
・清掃費

1億8,342万円
1億2,973万円

衛生費　3億1,315万円
各種検診やごみ処理などの経費

・農業費
・林業費　

2億8,118万円
546万円

農林業費　2億8,664万円
農業の振興や基盤整備、森林整備などの経費
農業全般的な経費

議会費　6,710万円（1.6%）
原村議会運営のための経費

・商工振興費
・中央高原管理費
・観光費

1億7,606万円
1億6,912万円
2,552万円

商工費　4億224万円
商工業の振興や観光事業などの経費

・下水道費
・道路橋梁費
・住宅費
・河川費

2億3,600万円
1億7,224万円

614万円
535万円

土木費　4億1,991万円
道路・河川などを整備する経費

・社会教育費
・教育総務費
・小学校費
・中学校費
・保健体育費

1億6,479万円
1億320万円
7,453万円
7,394万円
3,745万円

・常備消防費
・非常備消防費
・防災対策費

1億3,756万円
2,799万円
783万円

教育費　4億5,390万円
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費

公債費　2億8,971万円
村が借りているお金を
返済するための経費

消防費　1億8,490万円
消防・防災にかかる経費

13.5%

27.9%

7.6%6.9%

9.8%

10.2%

4.5%

11.0%

7.0%41億2,500万円
歳出（性質別）

義務的経費（37.6％）
15億5,479万円

投資的経費（10.0％）
4億1,096万円

その他経費（52.4％）
21億5,925万円

人件費　7億8,860万円
職員・議員等に対し勤労の
対価、報酬として支払われる
経費

扶助費　4億7,647万円
児童福祉法等に基づき
被扶助者に対し支給する
経費など

公債費　2億8,972万円
村が借りているお金を
返済するための経費

普通建設事業費　4億1,096万円
道路、橋梁、学校、庁舎の建設や
大規模改修事業に要する経費

・貸付金
・維持補修費
・積立金
・予備費

1億5,500万円
4,927万円
1,778万円
200万円

繰出金　3億4,919万円
一般会計と特別会計間に
おいて支出される経費

物件費　7億6,989万円
臨時職員の賃金、消耗品、
委託料などの経費

その他　2億2,405万円

補助費等　8億1,612万円
各種団体や個人に支払われる
補助金、負担金などの経費

19.1%

11.5%

7.0%

10.0%19.8%

18.7%

8.5%
5.4%

地方公共団体が行う事業を目的別に分類するもので、行政サービスの水準や行政上の特色などを知ること
ができます。

一般会計の歳出 性質別
地方公共団体の経費を性質別に分類するもので、義務的経費、投資的経費、その他の経費に区分できます。
義務的経費は、人件費、扶助費、公債費で、支出が義務づけられている経費です。投資的経費は、道路や
公共施設の建設といった行政水準の向上にかかる経費で、普通建設事業費で構成されます。

般会計の歳出 科目別一
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41億2,500万円
歳出（科目別）

■
一
般
会
計
　
歳
出
の
状
況

　

科
目
別
歳
出
の
主
な
増
減
は
次

の
と
お
り
で
す
。

費
は
、
前
年
度
比
１
６

３
万
円（
2.5
％
）増
と
な

り
ま
し
た
。議
員
期
末
手
当
は
１
０

０
０
万
円（
46
万
円
増
）、事
務
局
費

は
１
９
７
５
万
円
（
１
１
５
万
円

増
）で
す
。

費
は
、前
年
度
比
３
０

２
万
円（
0.5
％
）減
と
な

り
ま
し
た
。移
住
促
進
事
業
２
３

９
２
万
円（
１
９
７
７
万
円
増
）、地

域
お
こ
し
協
力
隊
事
業
８
６
７
万

円（
６
２
９
万
円
増
）、ふ
る
さ
と
寄

付
金
事
業
２
１
４
万
円（
１
９
２
万

円
増
）、職
員
給
与
等
２
億
２
０
２

５
万
円（
２
５
９
４
万
円
減
）、庁
舎

改
修
等
工
事
１
３
４
万
円（
５
９
２

万
円
減
）、太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム

設
置
補
助（
４
０
０
万
円
皆
減
）で

す
。

費
は
、前
年
度
比
５
９

０
万
円（
0.5
％
）減
と
な

り
ま
し
た
。生
活
支
援
体
制
整
備
事

業
７
３
３
万
円（
皆
増
）、地
域
福
祉

セ
ン
タ
ー
改
修
の
た
め
の
調
査･

設

計
３
７
６
万
円（
皆
増
）、老
人
医
療

給
付
金
１
億
９
０
０
万
円（
３
０
０

万
円
増
）、障
が
い
者
福
祉
計
画
策

定
事
業
２
９
０
万
円（
皆
増
）、老
人

福
祉
計
画
策
定
事
業
２
９
０
万
円

（
皆
増
）、年
金
生
活
者
等
支
援
臨
時

福
祉
給
付
金（
２
７
０
０
万
円
皆

減
）、地
域
福
祉
セ
ン
タ
ー
駐
車
場

整
備（
１
２
８
７
万
円
皆
減
）、障
害

者
総
合
支
援
法
関
係
１
億
３
３
６

０
万
円（
９
７
１
万
円
減
）、国
保
特

別
会
計
繰
出
金
８
９
６
４
万
円（
73

万
円
減
）、世
帯
主
医
療
給
付
金
４

０
０
万
円（
１
０
０
万
円
減
）で
す
。

費
は
、前
年
度
比
４
３

０
万
円（
1.4
％
）増
と

な
り
ま
し
た
。健
康
増
進
計
画
策

定
事
業
２
９
０
万
円（
皆
増
）、合
併

浄
化
槽
等
設
置
補
助
１
８
５
４
万

円（
１
５
４
万
円
増
）、浄
化
槽
台
帳

整
備
１
４
７
万
円（
皆
増
）、諏
訪
南

行
政
事
務
組
合（
ご
み
処
理
）負
担

金
４
４
７
８
万
円（
４
９
５
万
円

減
）、保
健
セ
ン
タ
ー
管
理
４
１
９

万
円（
１
３
９
万
円
減
）、南
諏
衛
生

施
設
組
合
負
担
金
６
１
１
８
万
円

（
83
万
円
減
）で
す
。

業
費
は
、前
年
度
比
３

７
７
１
万
円（
15
．１
％
）

増
と
な
り
ま
し
た
。県
営
事
業
負
担

金
４
２
７
５
万
円（
２
１
４
５
万
円

増
）、農
業
基
盤
整
備
促
進
事
業
２

４
０
３
万
円（
９
０
３
万
円
増
）、地

方
創
生
ブ
ラ
ン
ド
化
事
業
５
８
５

万
円（
４
３
９
万
円
増
）、団
体
営
農

村
地
域
防
災
減
災
事
業
７
０
０
万

円（
皆
増
）、農
業
振
興
地
域
デ
ー
タ

作
成
１
６
４
万
円（
皆
増
）、就
農
支

援
事
業
87
万
円（
３
６
７
万
円
減
）、

多
面
的
機
能
支
払
制
度
事
業
５
２

８
６
万
円（
33
万
円
減
）で
す
。

増
）、消
防
団
員
退
職
報
奨
金
９
７

７
万
円（
８
９
８
万
円
増
）、小
型
動

力
ポ
ン
プ
付
積
載
車
購
入
９
０
０

万
円（
50
万
円
増
）、長
野
県
衛
星
系

防
災
行
政
無
線
設
備
更
新
事
業（
８

５
６
万
円
皆
減
）で
す
。

費
は
、前
年
度
比
１
億

８
８
４
５
万
円（
29
．

３
％
）減
と
な
り
ま
し
た
。図
書
館

外
壁
改
修
工
事
及
び
監
理
業
務
３

１
５
４
万
円（
皆
増
）、郷
土
館
土
蔵

な
ま
こ
壁
等
復
元･

内
装
工
事
１
０

５
２
万
円（
皆
増
）、小
学
校
教
室
棟

廊
下
結
露
防
止
改
修
工
事
等
９
０

５
万
円（
皆
増
）、中
学
校
体
育
館
天

井
照
明
等
脱
落
防
止
工
事
及
び
監

理
業
務
８
０
２
万
円（
皆
増
）、社
会

体
育
館
耐
震
化
等
改
修
工
事（
１
億

７
２
４
２
万
円
皆
減
）、中
央
公
民

館
改
修
工
事（
６
０
２
０
万
円
皆

減
）、中
学
校
校
庭
整
備
事
業（
１
０

８
０
万
円
皆
減
）、小
学
校
プ
ー
ル

サ
イ
ド
舗
装
工
事（
７
０
０
万
円
皆

減
）、小
学
校
教
室
棟
３
階
廊
下
壁

改
修
工
事（
２
５
０
万
円
皆
減
）、図

書
館
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
バ
ッ
ク（
１
５

５
万
円
皆
減
）で
す
。

費
は
、前
年
度
比
７
７

４
万
円（
2.7
％
）増
と
な

り
ま
し
た
。償
還
元
金
２
億
７
２
２

９
万
円（
９
９
６
万
円
増
）、償
還
利

子
等
１
７
４
２
万
円（
２
２
１
万
円

減
）で
す
。

出
金
は
、前
年
度
比
１

６
２
万
円（
99
．９
％
）

減
で
す
。上
水
道
事
業
経
営
戦
略
策

定
経
費
１
６
２
万
円（
皆
減
）で
す
。

　

性
質
別
に
見
た
歳
出
の
状
況
は

次
の
と
お
り
で
す
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
、前
年
度
比

３
億
１
２
５
５
万
円（
43
．２
％
）の

減
で
減
少
が
最
も
大
き
く
、主
な
要

因
は
、社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

道
路
改
良
事
業（
１
億
６
８
０
０
万

円
減
）、社
会
体
育
館
耐
震
等
改
修

工
事（
１
億
７
２
４
２
万
円
減
）、中

央
公
民
館
改
修
工
事（
６
０
２
０
万

円
減
）、地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

改
修
工
事（
１
９
５
４
万
円
減
）、中

学
校
校
庭
整
備
事
業（
１
０
８
０
万

円
減
）な
ど
の
大
型
の
施
設
改
修
事

業
等
の
減
少
に
よ
る
も
の
で
す
。維

持
補
修
費
は
、前
年
度
比
１
５
３
９

万
円（
23
．８
％
）の
減
で
、主
な
要

因
は
道
路
維
持
補
修
工
事（
１
０
５

０
万
円
減
）の
減
少
に
よ
る
も
の
で

す
。繰
出
金
は
、前
年
度
比
４
４
６

７
万
円（
14
．７
％
）の
増
で
、広
域

連
合
介
護
保
険
負
担
金
５
４
４
万

円
増
、後
期
高
齢
者
広
域
連
合
負
担

金
４
０
６
万
円
増
な
ど
が
増
加
の

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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費
は
、前
年
度
比
１
８

３
４
万
円（
4.8
％
）増
で

す
。も
み
の
湯
引
湯
管
布
設
替
工
事

１
億
円（
３
０
０
０
万
円
増
）、八
ヶ

岳
自
然
文
化
園
改
修
等
工
事
７
１

７
万
円（
５
２
２
万
円
増
）、地
域
再

生
事
業
３
３
７
万
円（
皆
増
）、も
み

の
湯
改
修
工
事
２
３
９
万
円（
皆

増
）、樅
の
木
荘
概
要
設
計
１
９
５

万
円（
皆
増
）、温
泉
源
泉
揚
湯
ポ
ン

プ
購
入（
４
６
３
万
円
皆
減
）、樅
の

木
荘
バ
ス
購
入（
４
０
０
万
円
皆

減
）、外
国
人
誘
客
事
業
68
万
円（
１

２
５
万
円
減
）、商
工
会
御
柱
観
光

事
業
補
助（
１
１
０
万
円
皆
減
）で

す
。

費
は
、前
年
度
比
１
億

４
７
５
８
万
円（
26
．

０
％
）減
と
な
り
ま
し
た
。村
単
道

路
改
良
事
業
２
７
０
６
万
円（
７
７

２
万
円
増
）、道
路
等
維
持
補
修
工

事
３
６
２
０
万
円（
３
２
０
万
円

増
）、交
通
安
全
対
策
８
７
２
万
円

（
１
８
０
万
円
増
）、道
路
台
帳
補
正

業
務
６
５
０
万
円（
１
５
０
万
円

増
）、社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

道
路
改
良
事
業
２
７
０
０
万
円（
１

億
６
３
０
０
万
円
減
）、河
川
改
修

等
工
事
４
３
０
万
円（
２
７
０
万
円

減
）、上
水
道
事
業
経
営
戦
略
策
定

経
費（
１
６
２
万
円
皆
減
）で
す
。

費
は
、前
年
度
比
８
８

５
万
円（
5.0
％
）増
と
な

り
ま
し
た
。諏
訪
広
域
連
合
負
担
金

１
億
３
７
５
６
万
円（
７
４
２
万
円

議
会

総
務

民
生

衛
生

農
林

商
工

土
木

消
防

教
育

公
債

予備費　200万円

諸
支

（0.1％未満）
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報

保
健
・
福
祉
の
掲
示
板

2017  042017  04

平成２９年 度
重点事業金額は１万円未満を四捨五入

しています。●は新規事業です。

健康としあわせを誇れる
　　健康・福祉・子育ての村づくり

●障がい者福祉計画策定業務

●老人福祉計画策定業務

●地域福祉センター改修のための調査･設計

●生活支援体制整備事業

●子ども子育て支援事業（子育て短期支援事業）

●健康増進計画策定業務

●産後ケア

○老人医療費特別給付金

●子育て支援センターあり方検討

290万円

290万円

376万円

733万円

5万円

290万円

23万円

1億900万円

19万円

●八ヶ岳自然文化園
　ガイドツアーデスク整備（八ヶ岳観光圏）

●八ヶ岳自然文化園
　ストライダーエンジョイパーク設置工事

●浄化槽台帳整備

●中央道バス停（上り）駐車場整備工事

○定住自立圏主要道路整備事業（定住自立圏）

○小型動力ポンプ付積載車購入

619万円

270万円

147万円

200万円

500万円

900万円

人と自然を大切にした
　　美しく住みよい村づくり

●移住応援サイト構築（地方創生交付金）

●空家状況調査（地方創生交付金）

●田舎暮らしお試しハウス住宅整備（地方創生交付金）

○地域おこし協力隊事業

○地域再生事業

●原中学校体育館天井照明等脱落対策工事

●原小学校職員更衣室･休憩室改修工事

●原小学校教室棟廊下結露防止改修工事

●奨学金支給

●郷土館土蔵なまこ壁等復元事業（定住自立圏）

●郷土館土蔵内装工事（定住自立圏）

●図書館外壁等改修工事

●八ヶ岳美術館企画展補助

●御山マレットゴルフ場
　トイレ改修及び維持補修工事

300万円

430万円

1,417万円

867万円

337万円

802万円

290万円

616万円

24万円

392万円

268万円

3,154万円

250万円

849万円

人と文化を育み、本村への
　　若い人の流れをつくる村づくり

予算編成方針の重点施策に基づく
　　主な新規事業等は次のとおりです。

▼春のさわやか体操教室 ■
特
別
会
計

　
　
・
企
業
会
計

　

平
成
29
年
度
の
特
別
会
計
及
び

企
業
会
計
の
予
算
規
模
は
次
の
と

お
り
で
す
。

■
国
民
健
康
保
険
事
業
勘
定
特

別
会
計 

　

　

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、被

保
険
者
数
は
減
少
し
て
い
る
も
の

の
医
療
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る

た
め
、前
年
度
比
２
１
０
０
万
円

（
1.7
％
）増
の
12
億
４
８
０
０
万
円

と
し
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、国
民
健
康
保
険
に
係

る
軽
減
判
定
額
の
引
き
上
げ
な
ど

の
税
制
改
正
が
予
定
さ
れ
て
い
ま

す
。し
か
し
被
保
険
者
数
の
減
等

に
よ
り
、税
額
は
６
５
４
万
円

（
1.4
％
）減
の
２
億
６
４
３
９
万
円

の
見
込
み
と
な
り
ま
し
た
。他
の

財
源
は
国
庫
支
出
金
２
億
２
２

９
０
万
円
、前
期
高
齢
者
交
付
金

３
億
３
６
０
２
万
円
、一
般
会
計

繰
入
金
８
９
６
４
万
円
を
計
上
し

ま
し
た
。

　

歳
出
は
、保
険
給
付
費
を
３
９

６
５
万
円（
1.4
％
）増
の
７
億
１
５

０
２
万
円
と
し
、後
期
高
齢
者
支

援
金
に
１
億
４
７
１
９
万
円
、共

同
事
業
拠
出
金
２
億
７
５
９
５

万
円
、介
護
納
付
金
に
６
１
４
６

万
円
、特
定
健
診
・
特
定
保
健
指

導
等
や
保
健
予
防
事
業
の
推
進
を

図
る
た
め
の
保
健
事
業
費
に
１
４

９
５
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

■
国
民
健
康
保
険
直
営
診
療
施

設
勘
定
特
別
会
計 

　

　

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、前

年
度
比
７
０
０
万
円（
7.1
％
）減
の

９
１
０
０
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、幅
広
い
年
齢
層
の
か

か
り
つ
け
医
と
し
て
収
入
が
見
込

ま
れ
、診
療
収
入
は
前
年
度
よ
り

57
万
円
少
な
い
７
９
３
０
万
円

（
0.7
％
）減
を
見
込
み
ま
し
た
。

　

歳
出
は
、リ
ハ
ビ
リ
室
の
エ
ア
コ

ン
設
置
工
事
に
72
万
円
、滅
菌
機

な
ど
の
医
療
機
器
の
更
新
等
に
１

８
１
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。ま

た
、国
保
直
営
診
療
施
設
基
金
に

１
０
０
０
万
円
の
積
立（
平
成
25

年
度
か
ら
５
年
連
続
）を
計
上
し

ま
し
た
。

　

引
き
続
き
、複
数
の
医
師
に
よ

る
診
療
を
行
い
医
療
の
充
実
を
図

り
ま
す
。

■
有
線
放
送
事
業
特
別
会
計

　

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、サ

ラ
ダ
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
放
送
に
必
要

な
行
政
チ
ャ
ン
ネ
ル
デ
ジ
タ
ル
放

送
基
幹
設
備
の
リ
ー
ス
契
約
が
満

了
し
、譲
渡
さ
れ
た
た
め
、前
年
度

比
３
９
０
万
円（
17
．７
％
）減
の

１
８
１
０
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、農
協
施
設
維
持
負
担

金
が
前
年
度
と
同
額
の
５
０
０
万

円
、一
般
会
計
繰
入
金
７
７
１
万

円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

歳
出
は
、行
政
チ
ャ
ン
ネ
ル
デ
ジ

タ
ル
放
送
基
幹
設
備
保
守
費
用
及

び
回
線
使
用
料
と
し
て
５
７
５
万

円
、有
線
告
知
放
送
セ
ン
タ
ー
装

置
保
守
費
用
及
び
回
線
使
用
料

と
し
て
２
３
７
万
円
を
計
上
し
ま

し
た
。

　

ま
た
、平
成
29
年
度
を
も
っ
て
、

行
政
チ
ャ
ン
ネ
ル
デ
ジ
タ
ル
放
送

基
幹
設
備
の
保
守
契
約
の
延
長
が

で
き
な
く
な
る
た
め
、サ
ラ
ダ
チ
ャ

ン
ネ
ル
の
継
続
に
つ
い
て
検
討
を

行
っ
て
い
ま
す
。

■
農
業
者
労
働
災
害
共
済
事
業

特
別
会
計

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
は
、前
年
度

同
額
の
１
２
０
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

共
済
見
舞
金
に
つ
い
て
前
年
度

並
の
94
万
円
を
見
込
み
、こ
の
財

源
と
し
て
農
労
災
共
済
掛
金
・
財

産
運
用
収
入
・
繰
越
金
等
に
よ
り

調
整
し
ま
し
た
。

■
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

歳
入
歳
出
予
算
総
額
は
、前
年

度
比
１
２
０
万
円（
1.5
％
）増
の
８

２
２
０
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

歳
入
は
、保
険
料
５
８
７
０
万

円
、一
般
会
計
繰
入
金
２
３
２
８

万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
運
営

は
長
野
県
後
期
高
齢
者
医
療
広

域
連
合
が
行
っ
て
お
り
、村
で
は
、

被
保
険
者
証
や
資
格
証
明
に
関
す

る
こ
と
、医
療
給
付
に
関
す
る
こ

と
等
の
受
付
事
務
や
保
険
料
の
徴

収
事
務
を
行
い
、広
域
連
合
に
対

し
て
保
険
料
等
負
担
金
７
８
８
７

万
円
を
納
付
し
ま
す
。

■
水
道
事
業
会
計

　

予
算
総
額
は
、収
益
的
収
入
は

対
前
年
度
１
８
４
万
円（
1.0
％
）

増
の
１
億
８
９
３
１
万
円
、収
益

的
支
出
は
第
５
水
源
及
び
配
水
池

等
の
減
価
償
却
費
の
増
額
に
伴
い

対
前
年
度
２
５
２
１
万
円（
15
．

９
％
）増
の
１
億
８
３
８
８
万
円
、

資
本
的
収
入
は
下
水
道
事
業
か
ら

の
償
還
金
で
対
前
年
度
と
同
額
の

２
４
０
０
万
円
、資
本
的
支
出
は

水
道
施
設
監
視
装
置
更
新
工
事

終
了
等
に
伴
い
対
前
年
度
１
０
３

３
万
円（
15
．５
％
）減
の
５
６
１

３
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

主
な
事
業
は
、原
山
地
区
配
水

管
布
設
替
工
事
に
４
５
０
０
万
円

で
す
。

■
下
水
道
事
業
会
計　
　
　
　

　

予
算
総
額
は
、収
益
的
収
入
は

前
年
度
並
の
３
億
７
６
３
９
万

円
、収
益
的
支
出
は
対
前
年
度
５

５
６
万
円（
2.3
％
）減
の
２
億
３
１

９
５
万
円
、資
本
的
収
入
は
企
業

債
の
借
入
が
３
２
０
万
円
、資
本

的
支
出
は
下
水
道
施
設
監
視
装

置
更
新
工
事
終
了
等
に
伴
い
対
前

年
度
５
６
５
５
万
円（
20
．６
％
）

減
の
２
億
１
７
８
３
万
円
と
し
ま

し
た
。

　

主
な
事
業
は
、下
水
道
事
業
計

画
変
更
認
可
申
請
書
作
成
委
託

６
９
２
万
円
、流
域
下
水
道
建
設

負
担
金
３
４
６
万
円
、移
動
式
発

電
機
更
新
３
０
２
万
円
、マ
ン

ホ
ー
ル
ポ
ン
プ
更
新
３
５
５
万

円
、企
業
債
元
金
償
還
金
１
億
８

３
８
０
万
円
、企
業
債
利
息
償
還

金
２
６
８
０
万
円
、水
道
事
業
会

計
へ
の
長
期
借
入
元
利
償
還
金
２

４
３
８
万
円
で
す
。

産業振興による魅力・活力のある村づくり

●農業振興地域データ作成業務

●日帰りモニターツアー（地方創生交付金）

●農産物特産品開発委託（地方創生交付金）

●ネット通販サイト委託（地方創生交付金）

●SNSブロガー招聘（地方創生交付金）

●もみの湯改修工事

○もみの湯引湯管布設替工事

○樅の木荘概要設計

164万円

90万円

100万円

105万円

50万円

239万円

1億68万円

195万円

新年度予算のあらまし

皆が活躍できる持続可能な村づくり
○ふるさと寄付金事業

●情報セキュリティ強化対策事業

214万円

385万円

しょうへい



原村医療費特別給付金制度のご案内後期高齢者医療保険料の軽減
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後期高齢者医療制度のお知らせです

平成29年度～ 保険料の軽減制度が見直されます

　後期高齢者医療制度の持続性を高めるため、世代間・世代内の負担の公平を図り、負担能力に応じ
た負担を求める観点から、保険料軽減が見直されます。
　長野県後期高齢者医療広域連合議会２月定例会の議決を受け、保険料の軽減は次のとおりとなり
ます。保険料額は６月下旬に決定し、７月以降にお住まいの市町村から決定通知書をお送りします。

均等割額の5割・2割軽減の減額基準の見直し

　世帯内の被保険者数に乗ずる金額を、５割軽減は「27万円」に、２割軽減は「49万円」にそれぞ
れ引き上げます。これにより、それぞれの軽減該当条件が拡大されます。

※なお、均等割額軽減特例（9割・8.5割軽減）は、引き続き該当者に適用されます。

軽減後の
均等割額

20,453円

32,725円

世帯内の被保険者と世帯主の
前年の総所得金額等を合計した額

33万円＋( 27万円
 ※１ 

×世帯の被保険者数) 以下の場合

33万円＋( 49万円
 ※２ 

×世帯の被保険者数) 以下の場合

※１　平成28年度は26万５千円でした。

※２　平成28年度は48万円でした。

軽減割合

５割軽減

２割軽減

所得割軽減特例の段階的見直し

　後期高齢者医療制度発足時の激変緩和措置として行われてきた、基礎控除後の総所得金額が
58万円以下(年金収入で211万円以下)の被保険者の所得割額軽減特例を段階的に見直し、平成
29年度は「２割軽減」、平成30年度以降は「軽減なし」となります。なお、上記金額が０円(年金収
入で153万円以下)の場合は、所得割額はかかりません。

平成30年度以降

軽減はありません

平成29年度

２割軽減

現在(平成28年度)

５割軽減

元被扶養者の均等割額軽減特例の段階的見直し

　　後期高齢者医療制度発足時の激変緩和措置として行われてきた、後期高齢者医療制度の資
格取得直前に被用者保険(市町村国民健康保険・国保組合を除く)の被扶養者であった被保険者
の均等割額軽減特例を段階的に見直し、平成29年度は「７割軽減」、平成30年度は「５割軽減」、
平成31年度以降は「資格取得後２年間に限り５割軽減」となります。なお、所得割額は引き続きか
かりません。

平成29年度現在(平成28年度)

(資格取得後２年間)
９割軽減 ７割軽減 ５割軽減

平成31年度以降

５割軽減

平成30年度

問　長野県後期高齢者医療広域連合　　  ☎０２６‐２２９‐５３２０
　　　原村役場　保健福祉課 医療給付係　☎７９‐７９２５（直通）

原村医療費特別給付金支給制度のご案内
　原村医療費特別給付金制度の条例改正がありましたのでお知らせいたします。

◆ 平成29年4月1日からの改正点

　　　　　　　　　新規対象者の生年月日

昭和２６年４月２日から昭和２７年４月１日までの間に生まれた方

昭和２７年４月２日から昭和２８年４月１日までの間に生まれた方

昭和２８年４月２日から昭和２９年４月１日までの間に生まれた方

昭和２９年４月２日から昭和３０年４月１日までの間に生まれた方

昭和３０年４月２日以降に生まれた方（※１）

※1　平成３６年度から給付対象年齢が７０歳以上となり、順次誕生月から対象となります。

給付開始年度

平成２９年度

平成３１年度

平成３３年度

平成３５年度

平成３７年度

対象年齢

６６歳以上

６７歳以上

６８歳以上

６９歳以上

７０歳以上

年　度

平成２８・２９年度

平成３０・３１年度

平成３２・３３年度

平成３４・３５年度

平成３６年度～

　✿ 大切なお知らせ ✿
　給付開始年度の翌年には、対象年齢が1歳引き上がります。
　給付開始年度内に資格申請書を提出されないと、翌年の
誕生月まで給付を受けられないことになりますのでご注意く
ださい。なお、対象月にはご案内を送付します。

寡婦（※2）の対象年齢が、５０歳の誕生月から高齢者対象年齢までとなります。

※2　母子及び父子並びに寡婦福祉法第6条第4項で規定する寡婦で、
　　  同一住所に子どもがいない方

◆ 給付金の請求方法

　この給付金の支給を受けるためには、申請手続きが必要です。申請書の作成方法は以下のとおりです。
（月ごとに１枚の申請書が必要となります）
　①各医療機関等で受け取った領収書を診療月ごとに分けます。
　②支給申請書の黒枠内へ氏名等を記入し、押印をします。支給申請書は診療月の数だけ必要です。
　③診療月の翌月以降に提出します。

★健康保険組合等が給付する付加給付、高額療養費等を差し引いた額が給付の対象となります。
★入院時の食事療養費等と、文書料や室料差額（差額ベッド代）、容器代や予防接種などの保険適用にな
　らないものは給付の対象になりません。
★診療月から1年を経過した領収書は無効になりますので、診療月にご注意ください。（支払月ではありません）
★役場閉庁時の受け付けはできませんので、余裕をもって申請してください。

その他、ご不明な点などありましたら、下記までお問い合わせください。
　　　　問　保健福祉課 医療給付係　☎７９‐７９２６（直通）



森林整備計画・自然エネルギー導入計画の策定
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≫ 原村の森林の現状

「村有林の60年整備計画 と
　　木質バイオマス資源の活用計画」の成果報告
　平成28年度に、環境省の補助事業に採択され、原村の森林整備方針と公共施設への薪ボイラー
などの自然エネルギー導入に関する報告書『原村ビレッジフォレスト活用プラン』がまとまりました
のでお知らせします。

　当村の森林面積は、1,974ヘクタール〔ha〕（森林率45.7％）であり、豊かな地下水を蓄え農地を潤すととも
に、住民や観光客にとって快適で魅力的な環境を構成する重要な要素となっています。また、村内の森林には
長野県指定の天然記念物である“ミヤマシロチョウ”の生息が確認されており、生物多様性の保全を合わせて
促進する必要がありました。
　村が管理する村有林は232haあり、10年程前から計画的な間伐を実施していますが、森林のほとんどが戦
後に植樹したものであるため60～70年を経過しており、伐期を迎えている状況となっています。このため、持続
可能な森林の整備と育成の方針を策定することが急務となっていました。昨年10月、学識経験者や村内関係
者からなる「原村木質バイオマス資源導入協議会」を設置し、6回の会議を重ねて村有林の持続可能な整備と
公共施設への自然エネルギー導入計画を策定しました。

≫ 木質バイオマスエネルギーの導入
　豊かな森林資源をどのように自然エネルギーとして活用するのかにつきましては、当村が平成25
年度から取り組んでいる「原村生産木材提供事業」があります。この事業は、村有林の間伐材を、薪ス
トーブ等を利用する登録住民に無償で提供する村独自の事業です。

≫『原村ヴィレッジフォレスト活用プラン』の概要

【方針②　公共施設への自然エネルギー導入】
　村有林の間伐、更新伐による木材で、建材、合板、パルプ用で販売した残りのうち、約360㎥分を「生産木材
提供事業」に、約170㎥分を公共施設の木質バイオマスボイラーに利用するとしました。
　また、太陽光や温泉熱・地中熱などの自然エネルギーとの組み合わせを検討した結果、将来的に導入の経
済性やCO2削減効果が高い公共施設への導入をシュミレーションしました。今後、どのケースを選択するのか
総合的な観点から検討を行っていくものとします。
　これら自然エネルギーの導入により、従来の化石燃料代や電力代として地域外に流出していた資金が村内
にとどまり、地域内の所得向上や経済循環にも効果を発揮することが期待されます。

【その他の方針】
　林業経営が厳しい中で、私有林では管理されていない山林や林内に放置された間伐材などが課題とされて
います。森林環境の整備に向けて、間伐材の搬出や境界確定などによる森林集約化（※複数の所有者にまたが
う山林をまとめて管理すること）について支援策を検討します。

事業の詳細については、下記までお問い合わせください。
　　　　　　　　　　　　　　　問　農林課 農村整備係　☎79‐7932（直通）

本事業の目的
原村の特徴を活かした木質バイオマス資源の持続的活用と

地域内の自然エネルギーの利用を通じて、
経済循環型・低炭素社会の実現

検討した内容

項
目
持続可能な森林整備と
木材利用の方針

生産木材提供事業を
中心とした資源利用の
検討

公共施設への
自然エネルギーの導入

課
題

植林から60年以上が経
過した村有林の整備
ミヤマシロチョウなど
希少種の保全

提供事業での木材不足
村産材を活用した木質
バイオマス利用の検討
その他自然エネルギー
の検討

結
果
村有林での更新伐の導
入、一部広葉樹の植林
も実施

更新伐による木材提供
量の増加

経済性、効果の高い導
入パターンを選定

【木質バイオマスとは】
　間伐等で発生する木材を化石燃料の代わり
として利用する自然エネルギーの一種です。
　樹木は成長の段階でCO2を吸収するため、
この樹木を木質バイオマスとして燃焼しても
CO2発生量はありません。

〈更新伐のイメージ〉

【登録利用条件】
　・対象者／原村に住所又は別荘を有する方
　・間伐材は、道路わきの土場に置かれたものを
　  登録者が軽トラックなどで自ら運び出します。
　・登録者は、利用する木材の1割相当量を薪に
　  加工して薪ステーションに提出していただきます。

※このように、住民の皆さんなどから提供された“薪”を
活用して、公共施設などで自然エネルギーを生み出し、
CO2削減・地球温暖化防止を図っていく計画です。

【方針①　持続可能な村有林の整備】
　平成30年度を目途に、現在実施している毎年7ha程
度の伐採に加えて、毎年4ha程度の更新伐（※1ha未満
の小面積ごとに、伐採と植林を行う施業方法）を計画し
ています。
　1年ごとモザイク状に設定した区域の更新伐を行い、60年計画で村有林全体の
更新伐を行います。広く皆伐と植林をする方法に比べて、生態系や水土保全機能への影響が少なくなります。
　地域住民や子どもたちに森林整備への参加を呼びかけ、森林の価値を学び愛着を育む取り組みとします。
　村有林の間伐と平成30年度からの更新伐の開始により、生産木材提供事業の木材提供量を増加させます。

〈村有林（八ヶ岳美術館南側の
　東西エリア）の区割り案〉
　30年計画：約120ha分

　※番号は、実施する年度ごとの
　　区分を表します。



八ヶ岳DMSのご案内八ヶ岳周辺観光地のご案内
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八ヶ岳 DMS
商業・観光業を営む皆さまへ

八ヶ岳観光圏の新しいDMSサイトでお客さんを呼び込みませんか。

　原村・富士見町・北杜市が参加する八ヶ岳観光
圏のＷＥＢサイトが新しくなりました。観光客の皆
さんが八ヶ岳山麓エリアを訪れる際にパソコンや
スマートフォンでお店や宿泊施設の最新情報を
チェック、クーポンをダウンロードできる等、これ
まで以上の機能を備えた「八ヶ岳ＤＭＳ」サイトと
なっています。
　すでに八ヶ岳観光圏サイトをご利用の加盟店さ
まは、旧サイトで蓄積された情報が新サイトに転
載されていますが、新サイトのご利用には改めて
ご登録が必要です。

※DMSとは
Destination Ｍarketing (Management) System
＝ディスティネイション マーケティング（マネジメント）システム
の略です。地域の特性を生かしながら観光資源を有効に活用す
ることを目的に行われます。

新しい八ヶ岳観光圏のWEBサイト URL
http://yatsugatake-ga.com

情報配信力・データ活用に強み

　ご登録いただくと、お店や宿泊施設などの情報
が表示されるだけでなく、ブログ形式で店舗から
の情報を自由に配信できます。お店独自の物品
の販売サイトにもリンクできますので、集客力アッ
プにご活用ください。
　また、じゃらん・Yahoo!などインターネット上の
宿泊データを集積し、時期ごとの稼働率や平均
価格を解析します。むやみに単価を落とすことな
く稼働率を伸ばすことを目的にした「イールドマ
ネジメント」の参考データは宿泊料金の設定に役
立ちます。

利用には個別サポートもあり分かりやすく

　ブログやSNSのように簡単に利用できるシステ
ムですが、インターネットに不慣れな方もご利用
いただけるように、体験会などのサポート体制が
充実しています。詳しくは、八ヶ岳ツーリズムマネ
ジメントまでお問い合わせください。

問・■■■八ヶ岳ツーリズムマネジメント
☎0551‐48‐3457

申込先

　八ヶ岳観光圏では、新サイトの使い心地を試せる
無料体験会を開催しています。皆さまのご参加をお
待ちしています。原村で体験会の開催がある場合に
は、村ホームページや有線放送などでご案内します。

日時：毎月第2水曜日  午前10時～（予定）
　　  毎月第4水曜日  午後3時頃～（予定）
会場：八ヶ岳ツーリズムマネジメント事務局
　　　（山梨県北杜市高根町清里3545‐4559
　　　  丘の公園清里ゴルフコース本部事務所隣）
※事前申込制・開始時刻は参加者のご都合に合わせ
変わる場合があります。

八ヶ岳ＤＭＳ
新サイトの主な機能

お店・施設情報
お客さまを誘導する
ポータルサイト

メニューは単品600円～1,000円
ドリンクバー・サラダバーは各200円 etc.

夏は原村産野菜のバイキング！
　「子どもがこんなに野菜を食べ
るなんて」と驚きの声もいただき
ます。夏休みには原村産の採れた
て高原野菜でもりもりバイキング
はいかがですか。

※収穫状況・時期により、近隣エリア
の野菜を使う場合もあります。

　ご予算に応じて、パーティや会合にもご利
用いただけます。お弁当のご相談もお気軽に
どうぞ。おもてなし・お花見にご活用ください。
ご予約は1週間前までにお願いします。

ご宴会・お弁当のご予約を承ります

問　樅の木荘　☎74‐2311
　　高原レストランしらかば　☎74‐2684
　　　　　　　　　　　　　（4月下旬から）

　　　　　　もうすぐゴールデンウィーク、
　　　　　　八ヶ岳自然文化園内の「高原レストランし
　　　　　らかば」が今年も4月下旬にオープンします。
　皆さんに楽しんでいただけるようなメニューを大幅に
リニューアルし、今年は「タニタ食堂」コラボの期間限定メ
ニュー等もご提供します。美味しくてヘルシー、「しらか
ば」のお食事をお楽しみください。

　　　　　　ＪＲ小淵沢駅からたてしな自
　　　　　　由農園までを結ぶ「八ヶ岳鉢巻周遊リゾートバス」が、平成29年度  
　　　　も運行します。今年は、5月3日（水・祝）～5月7日（日）までのゴールデン
ウィーク期間中も運行します。小淵沢駅と村内バス停の運行時刻表は次のとお
りです。その他、詳細につきましてはパンフレットをご覧ください。

小淵沢駅

10：10

12：25

15：25

八ヶ岳
美術館

（原村第1PV）

10：56

13：11

16：11

もみの湯・
樅の木荘

11：03

13：18

16：18

たてしな
自由農園

11：06

13：21

16：21

八ヶ岳
自然文化園
（原村第2PV）

10：59

13：14

16：14

小淵沢駅

12：16

15：11

17：26

八ヶ岳
美術館

（原村第1PV）

11：30

14：25

16：40

もみの湯・
樅の木荘

11：23

14：18

16：33

たてしな
自由農園

11：20

14：15

16：30

八ヶ岳
自然文化園
（原村第2PV）

11：27

14：22

16：37

お知らせ情報の配信
ブログ形式で自由に
店舗から情報発信

掲示板
店舗同士の情報共有

ご登録・お申し込みは体験会で

アンケート機能
お客さまからの
フィードバック

WEBクーポン配布
訪問のきっかけに

季節の最新情報など
共有サイト部分で
事務局が更新

手間はかかりません

多国語自動翻訳機能
インバウンド強化

ネット販売サポート
自社販売サイトに
リンクで誘導

マーケティング機能
イールドマネジメント

八ヶ岳DMSご利用料金
利用料は1施設につき年間2,000円です。
（平成29年度は申し込み時期にかかわらず、
  入会金として一律2,000円）

《バス停一覧》
１．小淵沢駅
２．スーパーやまと（小淵沢IC入口）
３．ホテル風か（アウトレット入口）
４．スパティオ小淵沢（道の駅こぶちさわ）
５．富士見高原別荘地「と」地区入口
６．富士見高原ペンションヴィレッジ
７．富士見高原花の里
８．八峯苑 鹿の湯
９．そば処おっこと亭
10．八ヶ岳ナカグロ・カントリーキッチン

11．八ヶ岳美術館／原村第1ペンションビレッジ
12．八ヶ岳自然文化園／原村第2ペンションビレッジ
13．もみの湯・樅の木荘
14．たてしな自由農園原村店

ご利用料金例
　小淵沢駅 ⇔ たてしな自由農園　片道700円
　1日フリーパス　1,200円

問　商工観光課 商工観光係　☎79‐7929



住宅リフォーム補助金諏訪中央病院グランドオープン
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平成29年度　原村住宅リフォーム促進事業補助金(概要)

補助要件(次の全ての要件を満たす場合)

補助金額

補助金の申請

　住民の皆さんが安心して住み続けられる住まいづくりを支援することを目的に、住宅リフォームの工事
に要する経費の一部が予算の範囲内で補助されます。

●村内に住民登録のある方　　●過去に当補助を受けていない方
●村税等の滞納がない方　　　●村内の施工業者で工事を行う方
●申請年度内に工事完了実績報告書を提出することができる方
●補助対象者が村内に所有している住宅で、現に居住している住宅であること
※事務所・ペンション等の併用住宅の場合は、自己の居住部分に限ります。

50万円以上の住宅リフォームに対し、一律10万円
※1棟の住宅に対し、1回限りの補助です。

役場2階 建設水道課環境係窓口で申請してください。

≪注意事項≫　補助金の交付申請は、工事着手前に済ませてください。工事着手後の申請は受付
できませんのでご注意ください。実績報告書は、工事完了後30日以内、又は申請年度の3月31日の
いずれか早い日までに必ずご提出ください。

補助対象となる工事内容一覧

天井・壁・床の修繕、間取替え等

屋根葺き替え、雨漏り修理、雨樋取替え等

サイディング工事、吹付工事、コーキング補修等

工事
木工事

外装工事
サッシ工事

左官工事
建具工事
内装工事

屋根工事

塗装工事

設備工事

電気工事

玄関ドア・サッシ取替え、ガラス工事等

工事内容

クロス・クッションフロアの貼替え、畳替え等

建具・建具金具の取替え、襖の貼替え等

京壁塗替え、タイルの張替え、モルタル補修等

屋根の塗替え、外部・内部塗装等
スイッチ・コンセント・電灯の増設、
回路・アンペアの増設等

※一覧に記載のない工事やその他詳細については、
　建設水道課環境係へお問い合わせください。

○外構工事(フェンス・境・舗装・植栽・雨水排水等)
○車庫、物置等の工事
○建物のリフォームを伴わない下水道・合併処理浄化槽工事
○太陽光発電の設備工事　　○耐震改修工事
○シロアリ駆除、その他の防虫や消毒等の薬品散布・塗布
○ハウスクリーニング、排水管清掃等
○申請者が自ら行うリフォーム工事
○消火器等、消防用品や各種防災用品の購入・設置
　(住宅用火災警報器、ガス漏れ警報器等)
○電化製品等(移動が比較的容易であり、単体で機能を発
　揮できる製品)の購入・設置
　例）テレビ、冷蔵庫、食器洗浄機、電子レンジ、オーブンレン  
　　  ジ、炊飯器、照明器具(後付型)、洗濯乾燥機、カーテン、
　　  絨毯、その他これらに類するもの

≪注意事項≫　当補助金以外で、国、県及び村から補助・融
資を受けることができる工事は、対象外となります。
　例：県「信州型住宅リフォーム助成金」
　　  村「障害者等地域生活支援事業」　ほか

補助対象とならない工事内容一覧

住宅リフォーム補助金のご案内住宅リフォーム補助金のご案内

■
住宅リフォーム補助金に関するお問い合わせは下記までお願いします。

問  建設水道課環境係　☎79-7933(直通)

住宅設備は、システムキッチン等建物のリ
フォーム工事に伴って発生する設備に限
ります。設備製品等のみの取替え・新設は
対象になりません。




